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凡     例 

 １．各表中に用いた数字は、表示単位未満を四捨五入して表示した。したがって、合計  

と内訳の計及び対前年度比較が一致しない場合がある。  

 ２．予算決算比較対照表の数値については、消費税及び地方消費税を含み、それ以外の

財務諸表の数値については、消費税及び地方消費税を除いている。  

 ３．構成比及び対前年度比率は、表中の数値によって算出し、小数点第 3 位を四捨五入  

した。したがって、構成比等において合計と内訳の合算比率が一致しない場合がある。 

 ４．各表中の符号の用法は、次のとおりである。  

「－」  ･････････ 該当数値がないもの、算出不能または無意味なもの  

「△」  ･････････ 負数または減数  

※参考数値の全国平均は、地方公営企業年鑑の法適用団体のうち、給水人口３万人以上

５万人未満の団体の平均値である。 
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令和４年度亘理町水道事業会計決算審査意見 

 
 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

令和４年度亘理町水道事業会計決算 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

令和５年６月２３日から令和５年８月１０日まで 

但し、貯蔵品の実地たな卸の立会いを、令和５年３月３０日に実施した。 

 

 

第 ３  審 査 の 方 法 

決算審査に付された決算書類及び決算附属書類が、経営成績並びに財政状態を

適正に表示しているかどうかを検証するため、関係帳簿、証拠書類について照合・精

査し、計数の正確性、内容の是非、予算執行の適否等の確認を行うとともに、関係職

員から説明を聴取し、定期監査、例月出納検査等の結果を踏まえ審査を実施した。 

 

 

第 ４  審 査 の 結 果 

決算審査に付された決算書及び附属書類は関係法令に準拠して作成されており、

当事業の令和４年度の経営成績及び当年度末現在の財政状態を適正に表示している

ものと認めた。その概要及び意見は後述するとおりである。 
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１ 業 務 実 績  

（１）業 務 状 況 

当年度末における給水人口は 32,858 人で、前年度に比べ 80 人減少した。一方、給水戸数は

13,103 戸で、前年度に比べ 166 戸増加している。給水戸数の増加は、住宅建設等によるものであ

る。給水普及率は、99.16％で前年度と同じ水準である。 

当年度の年間総配水量は 3,582,332 ㎥（うち自己水源分 329,165 ㎥）で、前年度に比べ 19,970

㎥(0.55％)減少し、年間総有収水量は 3,274,691 ㎥で、前年度に比べ 50,289 ㎥(1.51％)減少して

いる。有収率は 91.41％で、前年度に比べ 0.89 ポイント減少している。 

 ※決算審査資料 14頁～15 頁「1業務実績表、2 業務分析表」参照 

 

（２）建設改良事業 

補助事業については、生活基盤施設耐震化等交付金を活用し、田沢浄水場送水管布設工事

（5 工区）外 1 件、延長約 397.1m を布設している。 

また、一般配水管布設工事として、町道鹿島本線配水管布設工事外 2 件、延長約 848.9 ｍを布

設したほか、大森山配水場 PC タンク修繕工事外 8 件を施工している。 
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２ 予算の執行状況  

※決算審査資料 16 頁～17頁「3 予算決算比較対照表（税込み）」参照 

（１）収益的収入及び支出 

収益的収入の決算額は 947,147,110 円で、執行率は 102.64％、予算額に対し 24,351,110 円

上回っている。 

収益的支出の決算額は 746,459,617 円で、執行率は 88.97％、92,502,383 円の不用額が生じ

ている。 

収益的収支決算額は、200,687,493円で、前年度に比べ9,433,454円（4.93％）の増加となって

いる。             

 

予 算 決 算 比 較 対 照 表 
収　益　的　収　入　　（税込み）

(単位：円．％）

予算額に比べ
決算額の増減

922,796,000 947,147,110 24,351,110 102.64

営 業 収 益 845,303,000 855,273,985 9,970,985 101.18

営 業 外 収 益 77,473,000 91,873,125 14,400,125 118.59

特 別 利 益 20,000 0 △ 20,000 0.00

(うち仮受消費税及び地方消費税79,158,366円)

収　益　的　支　出　　（税込み）
(単位：円．％）

838,962,000 746,459,617 92,502,383 88.97

営 業 費 用 780,698,000 716,637,456 64,060,544 91.79

営 業 外 費 用 53,264,000 29,647,453 23,616,547 55.66

特 別 損 失 4,000,000 174,708 3,825,292 4.37

予 備 費 1,000,000 0 1,000,000 0.00

(うち仮払消費税・支払消費税及び地方消費税40,194,951円)

執行率

決  算  額 執行率

水道事業費用

不　用　額

水道事業収益

科      目

科      目 予　算　額

予　算　額 決  算  額

 
      

 

収益的収入       収益的支出     収益的収支決算額 

947,147,110 円 – 746,459,617 円 ＝ 200,687,493 円 
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（２）資本的収入及び支出 

資本的収入の決算額は 199,549,000 円で、執行率は 87.23％、予算額に対し 29,201,000 円下

回っている。 

資本的支出の決算額は 666,203,036 円で、執行率は 91.00％となっており、翌年度繰越額

38,228,000 円を差し引き、27,666,964 円の不用額が生じている。 

なお、翌年度繰越額は、全額建設改良費でありサニータウン配水場基本設計業務委託、町道

西郷東郷線配水管布設工事である。 

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 466,654,036 円は、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 35,661,000 円、当年度分損益勘定留保資金 145,302,142 円、過年

度分損益勘定留保資金 85,690,894 円、減債積立金 100,000,000 円、建設改良積立金

100,000,000 円で補てんしている。 

 

予 算 決 算 比 較 対 照 表 
資　本　的　収　入　　（税込み）

(単位：円．％）

予算額に比べ
決算額の増減

228,750,000 199,549,000 △ 29,201,000 87.23

企 業 債 195,000,000 167,000,000 △ 28,000,000 85.64

工 事 負 担 金 0 0 0 -

他 会 計 出 資 金 0 0 0 -

他 会 計 負 担 金 2,500,000 2,500,000 0 100.00

他 会 計 補 助 金 240,000 140,000 △ 100,000 58.33

国 庫 補 助 金 31,000,000 29,909,000 △ 1,091,000 96.48

固 定 資 産 売却 代金 10,000 0 △ 10,000 0.00

資　本　的　支　出　　（税込み）
(単位：円．％）

732,098,000 666,203,036 38,228,000 27,666,964 91.00

建 設 改 良 費 477,969,000 414,672,548 38,228,000 25,068,452 86.76

企 業 債 償 還 金 153,129,000 153,127,488 0 1,512 100.00

 国庫補助返還金 0 0 0 0 -

投　　　　 　　　資 100,000,000 98,403,000 0 1,597,000 98.40

予 備 費 1,000,000 0 0 1,000,000 0.00

(うち仮払消費税及び地方消費税35,661,000円)

執行率

資本的支出

執行率

資本的収入

科      目 予　算　額 決  算  額 不　用　額

科      目 予　算　額 決  算  額

翌年度繰越額

 
 

資本的収入      資本的支出       資本的収支決算額 

199,549,000 円 – 666,203,036 円 ＝ △466,654,036 円 
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３ 経 営 状 況  

当年度の経営収支は、総収益は 868,157,586 円で、前年度に比べ1,679,344 円（0.19％）減少し、

総費用は 703,829,043 円で、前年度に比べ 89,407 円（0.01％）減少し、差引き 164,328,543 円の

純利益となっている。        ※決算審査資料 20 頁～21頁「5 比較損益計算書（税抜き）」参照 

なお、当年度未処分利益剰余金は 704,543,324 円で、建設改良積立金に 200,000,000 円を積

み立て、資本金に 500,000,000 円を組入れ、残額 4,543,324 円を翌年度繰越剰余金とすることとし

ている。 

最近 5 か年間の総収益及び総費用の推移は次の表のとおりである。 

総 収 益 及 び 総 費 用 推 移 比 較 表  
　　　（単位：円.％）

増　減 比率 増　減 比率 増　減 比率

30 886,897,373 △ 18,463,639 97.96 770,089,119 △ 6,182,156 99.20 116,808,254 △ 12,281,483 90.49

元 877,491,563 △ 9,405,810 98.94 761,095,354 △ 8,993,765 98.83 116,396,209 △ 412,045 99.65

2 876,444,742 △ 1,046,821 99.88 709,445,378 △ 51,649,976 93.21 166,999,364 50,603,155 143.47

3 869,836,930 △ 6,607,812 99.25 703,918,450 △ 5,526,928 99.22 165,918,480 △ 1,080,884 99.35

4 868,157,586 △ 1,679,344 99.81 703,829,043 △ 89,407 99.99 164,328,543 △ 1,589,937 99.04

年度

差引損益

金　　額

総収益 総費用

金　　額 金　　額
対前年度比較 対前年度比較 対前年度比較

 

 

（１）収   益 

総収益の内訳は、営業収益 777,960,755 円、営業外収益 90,196,831 円となっている。 

営業収益は、前年度に比べ 5,994,838 円（0.76％）の減少となっている。それは、給水収益の減

少によるものである。 

営業外収益は、前年度に比べ 4,315,494 円（5.02％）の増加となっている。その内訳は、加入金、

受取利息及び配当金等の増加によるものである。 

 

（２）費   用 

総費用の内訳は、営業費用 676,457,933 円、営業外費用 27,211,830 円、特別損失 159,280 円

となっている。 

営業費用は、前年度に比べ 2,757,870 円（0.41％）の増加となっている。その内訳は、減価償却

費、資産消耗費、総係費の増加によるものである。 

営業外費用は、前年度に比べ 2,886,517 円（9.59％）の減少となっている。それは、支払利息の

減少によるものである。 

特別損失は前年度に比べ 39,240 円（32.69％）の増加となっている。それは、過年度損益修正

損の増加によるものである。 
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（３）供給単価及び給水原価 

当年度の有収水量１㎡あたりの供給単価は 231 円 95 銭（前年度 231 円 10 銭）で、これに対す

る給水原価は 193 円 39 銭（前年度 190 円 60 銭）となり、差し引き 38 円 56 銭の販売益（前年度

40 円 50 銭）が生じている。 

有収水量１㎥当たりの供給原価と給水原価の推移は、次のとおりである。 

 

      供給単価及び給水原価の推移 

区　分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

供 給 単 価 231円54銭 231円57銭 230円79銭 231円10銭 231円95銭

給 水 原 価 211円15銭 209円77銭 190円79銭 190円60銭 193円39銭

差 引 損 益 20円39銭 21円80銭 40円00銭 40円50銭 38円56銭
 

 

（４）経 営 比 率 

事業の収益性を示す経営比率の推移は、次のとおりである。 

 

経 営 比 率 推 移 表 

令和2年度 令和3年度 令和4年度
(参考)令和3年度

全国平均

総 収 支 比 率（％） 123.54 123.57 123.35 109.86

経 常 収 支 比 率（％） 123.53 123.59 123.38 109.23

営 業 収 支 比 率（％） 116.83 116.37 115.01 92.79

区　　　　　分

 

 

総収支比率は、総収益と総費用との関連を示すもので、当年度は 123.35％で、前年度に比べ

0.22 ポイント減少している。 

経常収支比率は、経常的な収益と費用との関連を示すもので、当年度は 123.38％で、前年度

に比べ 0.21 ポイント減少している。 

営業収支比率は、業務活動の能率を示すもので、当年度は 115.01％で、前年度に比べ 1.36 ポ

イント減少している。
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４ 財 政 状 況  

※決算審査資料 18 頁～19頁「4 比較貸借対照表（税抜き）」参照 

（１）資   産 

資産合計は 6,998,147,925 円で、その内訳は、固定資産 5,867,742,728 円、流動資産

1,130,405,197 円となっている。 

前年度に比べ、固定資産が 248,798,625 円（4.43％）増加し、流動資産が 65,198,522 円

（5.45％）減少し、合計では 183,600,103 円（2.69％）増加している。固定資産の主なものは構築

物で、流動資産の主なものは現金・預金、未収金等である。このうち流動資産が減少した主な要

因は、現金・預金が 39,147,5937 円（3.52％）減少したことによる。 

未収金の主なものは、水道使用料金の 29,041,116 円である。 

また、水道料金の不納欠損額は 2,316,964 円で、前年度に比べ 224,169 円（8.82％）減少してい

る。 

 

（２）負   債 

負債合計は 4,115,396,105 円で、その内訳は、固定負債 2,156,241,626 円、流動負債

319,341,260 円、繰延収益 1,639,813,219 円となっている。固定負債の主なものは企業債で、流動

負債の主なものは企業債、未払金である。前年度に比べ、固定負債が 27,743,217 円（1.30％）、 

流動負債が 14,695,241 円（4.82％）それぞれ増加し、繰延収益が 23,306,898 円（1.40％）減少し、

合計で 19,131,560 円（0.47％）増加している。このうち固定負債が前年度に比べ増加した主な要因

は、企業債が 27,743,217 円（1.34％）増加したことによる。流動負債が前年度に比べ増加した主な

要因は、未払金が 26,305,248 円（25.01％）増加したことによる。 

企業債の当年度起債額は 167,000,000 円、元金償還額は 153,127,488 円、支払利息は

26,912,953 円、当年度末未償還残高は 2,235,498,410 円で、前年度に比べ 13,872,512 円

（0.62％）増加している。 

なお、一時借入金の借入は行われていない。 

     企業債残高等の推移は、次のとおりである。 

企 業 債 の 推 移 
(単位:円)

区　分 借入額 元金償還額 支払利息 未償却残高 対前年度末増減額

平 成 30 年 度 258,800,000 157,264,604 39,001,822 2,137,356,299 101,535,396

令 和 元 年 度 174,400,000 153,499,563 36,194,780 2,158,256,736 20,900,437

令 和 ２ 年 度 221,600,000 149,487,663 32,703,222 2,230,369,073 72,112,337

令 和 ３ 年 度 141,900,000 150,643,175 29,907,032 2,221,625,898 △ 8,743,175

令 和 ４ 年 度 167,000,000 153,127,488 26,912,953 2,235,498,410 13,872,512
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（３）資   本 

資本合計は 2,882,751,820 円で、その内訳は、資本金 728,100,844 円、剰余金 2,154,650,976 円

となっている。 

前年度に比べ、資本金が 140,000 円（0.02％）、剰余金が 164,328,543 円（8.26％）それぞれ増

加し、合計では 164,468,543 円（6.05％）増加している。 

 

（４）財 務 比 率 

財政状態の良否を示す財務比率は次のとおりである。 

 

自 己 資 本 構 成 比 率 （％） 62.44 64.29 64.63

（％） 317.75 392.46 353.98 338.02

70.26

90.02

区　　        　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度

固定資産対長期資本比率 （％） 85.71 86.31 87.86

流 動 比 率

(参考) 令和3年度

全国平均

   
 

 

流動比率は、財務の短期流動性を示すもので、200％以上が理想とされる。当年度は、

353.98％で、前年度に比べ 38.48 ポイント減少している。 

自己資本構成比率は、総資本に占める自己資本の割合を示すもので、率が大きいほど望ましい

とされる。当年度は、64.63％で、前年度に比べ 0.34 ポイント増加している。 

固定資産対長期資本比率は、財政の長期健全性を示すもので、100％以下が望ましいとされる。

当年度は、87.86％で、前年度に比べ 1.55 ポイント増加している。 
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（５）キャッシュフロー計算書（間接法）

　　　　（単位：円）

令和3年度 令和4年度 比較増減

当年度純利益 165,918,480 164,328,543 △ 1,589,937

減価償却費 223,279,853 229,029,225 5,749,372

長期前受金戻入 △ 70,064,664 △ 70,387,898 △ 323,234

受取利息及び配当金 △ 276,597 △ 1,074,226 △ 797,629

支払利息及び企業債取扱諸費 29,907,032 26,912,953 △ 2,994,079

固定資産除却損 9,890,432 14,258,698 4,368,266

未収金の増減額(△は増加) △ 320,736 9,599,685 9,920,421

未払金の増減額(△は減少) △ 113,092,120 26,305,248 139,397,368

前払金の増減額(△は増加) △ 11,500,000 16,900,000 28,400,000

たな卸資産の増減額(△は増加) △ 500,814 △ 231,792 269,022

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 441,133 △ 216,964 224,169

賞与等引当金等の増減額（△は減少） 440,000 1,740,000 1,300,000

預り金の増減額(△は減少) △ 7,590,040 520,698 8,110,738

その他流動負債の増減額(△は減少) 2,693,020 0 △ 2,693,020

小　　計 228,342,713 417,684,170 189,341,457

受取利息及び配当金 276,597 1,074,226 797,629

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 29,907,032 △ 26,912,953 2,994,079

 業務活動によるキャッシュフロー 198,712,278 391,845,443 193,133,165

有形固定資産取得による支出 △ 267,827,900 △ 379,011,548 △ 111,183,648

有価証券の取得による支出 △ 100,000,000 △ 98,403,000 1,597,000

工事負担金による収入 0 0 0

他会計負担金による収入 2,481,600 2,500,000 18,400

国庫補助金等による収入 24,333,000 29,909,000 5,576,000

国庫補助の返還 0 0 0

 投資活動によるキャッシュフロー △ 341,013,300 △ 445,005,548 △ 103,992,248

企業債による収入 141,900,000 167,000,000 25,100,000

企業債の償還による支出 △ 150,643,175 △ 153,127,488 △ 2,484,313

他会計出資金による収入 240,000 140,000 △ 100,000

 財務活動によるキャッシュフロー △ 8,503,175 14,012,512 22,515,687

④ 資金増減額（①+②+③） △ 150,804,197 △ 39,147,593 111,656,604

⑤ 資金期首残高 1,264,518,080 1,113,713,883 △ 150,804,197

⑥ 資金期末残高 1,113,713,883 1,074,566,290 △ 39,147,593

区     分

① 業務活動によるキャッシュフロー

② 投資活動によるキャッシュフロー

③ 財務活動によるキャッシュフロー
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①業務活動によるキャッシュフロー 

水道事業本来の業務活動の実施に必要な資金の状態を表すもので、投資活動と財務活動以外

の取引によるものを表し、外部からの資金調達に頼ることなく、どれだけの資金を主たる業務活動か

ら取得したかを示すものである。 

当年度の業務活動によるキャッシュフローは、391,845,443 円となっている。 

 

②投資活動によるキャッシュフロー 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表すものである。 

当年度の投資活動によるキャッシュフローは、△445,005,548 円となっている。 

 

③財務活動によるキャッシュフロー 

増減資による資金の収入・支出及び借入・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済による

資金の状態を表すものである。 

当年度の財務活動によるキャッシュフローは、14,012,512 となっている。 

 

   以上の結果、資金期末残高は 1,074,566,290 円であり、資金期首残高より 39,147,593 円減少して

いる。 
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５ む す び  

 

令和 4 年度水道事業会計決算審査の概要は、以上のとおりであり、これを次のように総括する。 

 

業務実績を見ると、給水状況については、給水人口が 32,858 人で、前年度に比べ 80 人減少した。

一方、給水戸数は 13,103 戸で、前年度に比べ 166 戸増加している。給水普及率は、前年度から 0.26

ポイント増加し 99.16％である。 

建設改良事業については、生活基盤施設耐震化等交付金を活用した、田沢浄水場送水管布設

工事を行ったほか、一般配水管布設工事を行うなど、水道水の安定供給の維持を図っている。 

 

経営状況を見ると、事業収益は 868,157,586 円で、前年度に比べ 1,679,344 円(0.19％)減少してお

り、事業費用は 703,829,043 円で、前年度に比べ 89,407 円(0.01％)減少している。この結果、差し引

き当年度純利益は 164,328,543 円となり、前年度に比べ 1,589,937 円(0.96％)減少している。 

 

財政状況を見ると、資産合計は 6,998,147,925 円で、前年度に比べ 183,600,103 円（2.69％）増加

し、負債合計は4,115,396,105円で、前年度に比べ19,131,560円(0.47％)増加している。資本合計は

2,882,751,820 円で、前年度に比べ 164,468,543 円(6.05％)増加している。 

 

令和 4 年度も国債の購入による債券運用を行っているが、運用にあたっては適切な資金計画のも

と、安全性を十分確保するとともに、流動性と効率性のバランスに配慮しながら有利な運用に努めて

いただきたい。 

未収金の債権管理においては、財政の健全運営及び水道利用者の公平性確保の観点から、安

易に処分することなく、引き続き未納者個々の的確な情報収集と追跡調査によって未収金の解消に

努められたい。 

 

最後に、令和 4 年度から料金業務等を民間業者に委託し、経営基盤の強化を図っているが、今後

も民間事業者も含めた計画的・効率的な運営体制を確立していただきたい。 

また、水道施設の耐震化・老朽管の更新など水道事業の課題へ引き続き計画的に取り組んでいた

だきたい。 
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３．予算決算比較対照表（税込み） 
 

年　　　　度

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越額 　増　減 執行率

　　　区　　　　分 （ａ） （ｂ） （b）-（a） （b）/（a）

事 業 収 益 （ イ ） 920,421,000 949,534,680 0 29,113,680 103.16

　　(1)営業収益 842,166,000 862,099,345 0 19,933,345 102.37

 　 (2)営業外収益 78,235,000 87,435,335 0 9,200,335 111.76

　　(3)特別利益 20,000 0 0 △ 20,000 0.00

事 業 費 用 （ ロ ） 862,874,000 758,280,641 0 △ 104,593,359 87.88

　　(1)営業費用 800,848,000 713,445,569 0 △ 87,402,431 89.09

　　(2)営業外費用 57,026,000 44,703,432 0 △ 12,322,568 78.39

　　(3)特別損失 4,000,000 131,640 0 △ 3,868,360 3.29

　　(4)予備費 1,000,000 0 0 △ 1,000,000 0.00

差 引 額 （ イ ） - （ ロ ） 57,547,000 191,254,039 0 133,707,039 332.34

資 本 的 収 入 （ イ ） 202,750,000 168,954,600 0 △ 33,795,400 83.33

　　(1)企業債 170,000,000 141,900,000 0 △ 28,100,000 83.47

　　(2)工事負担金 0 0 0 0 -

　　(3)他会計出資金 0 0 0 0 -

　　(4)他会計負担金 2,740,000 2,721,600 0 △ 18,400 99.33

　　(5)他会計補助金 0 0 0 0 -

　　(6)国庫補助金 30,000,000 24,333,000 0 △ 5,667,000 81.11

　　(7)固定資産売却代金 10,000 0 0 △ 10,000 0.00

資 本 的 支 出 （ ロ ） 643,117,000 542,994,427 75,000,000 △ 100,122,573 84.43

　　(1)建設改良費 391,473,000 292,351,252 75,000,000 △ 99,121,748 74.68

　　(2)企業債償還金 150,644,000 150,643,175 0 △ 825 100.00

　　(3)国庫補助金返還金 0 0 0 0 -

　　(4)投資 100,000,000 100,000,000 0 0 100.00

　　(5)予備費 1,000,000 0 0 △ 1,000,000 0.00

差 引 額 （ イ ） - （ ロ ） △ 440,367,000 △ 374,039,827 △ 75,000,000 66,327,173 84.94

令　　和　　3　　年　　度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

資
　
本
　
的
　
収
　
支
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予　算　額 決　算　額 翌年度繰越額 　増　減 執行率 　予　算　額

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）-（Ａ） （Ｂ）/（Ａ） 　（Ａ）-（ａ） 増減（Ｂ）-（ｂ） 比　率

922,796,000 947,147,110 0 24,351,110 102.64 2,375,000 △ 2,387,570 99.75

845,303,000 855,273,985 0 9,970,985 101.18 3,137,000 △ 6,825,360 99.21

77,473,000 91,873,125 0 14,400,125 118.59 △ 762,000 4,437,790 105.08

20,000 0 0 △ 20,000 0.00 0 0 -

838,962,000 746,459,617 0 △ 92,502,383 88.97 △ 23,912,000 △ 11,821,024 98.44

780,698,000 716,637,456 0 △ 64,060,544 91.79 △ 20,150,000 3,191,887 100.45

53,264,000 29,647,453 0 △ 23,616,547 55.66 △ 3,762,000 △ 15,055,979 66.32

4,000,000 174,708 0 △ 3,825,292 4.37 0 43,068 132.72

1,000,000 0 0 △ 1,000,000 0.00 0 0 -

83,834,000 200,687,493 0 116,853,493 239.39 26,287,000 9,433,454 104.93

228,750,000 199,549,000 0 △ 29,201,000 87.23 26,000,000 30,594,400 118.11

195,000,000 167,000,000 0 △ 28,000,000 85.64 25,000,000 25,100,000 117.69

0 0 0 0 - 0 0 -

0 0 0 0 - 0 0 -

2,500,000 2,500,000 0 0 100.00 △ 240,000 △ 221,600 91.86

240,000 140,000 0 △ 100,000 58.33 240,000 140,000 -

31,000,000 29,909,000 0 △ 1,091,000 96.48 1,000,000 5,576,000 122.92

10,000 0 0 △ 10,000 0.00 0 0 -

732,098,000 666,203,036 38,228,000 △ 65,894,964 91.00 88,981,000 123,208,609 122.69

477,969,000 414,672,548 38,228,000 △ 63,296,452 86.76 86,496,000 122,321,296 141.84

153,129,000 153,127,488 0 △ 1,512 100.00 2,485,000 2,484,313 101.65

0 0 0 0 - 0 0 -

100,000,000 98,403,000 0 △ 1,597,000 98.40 0 △ 1,597,000 98.40

1,000,000 0 0 △ 1,000,000 0.00 0 0 -

△ 503,348,000 △ 466,654,036 △ 38,228,000 36,693,964 92.71 △ 62,981,000 △ 92,614,209 124.76

　　　（単位：円.％）

対　前　年　度　比　較

　決　算　額

令　　和　　4　　年　　度
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４．比較貸借対照表（税抜き） 
 

〔借　　方〕

年　　　　度

科　　　目 金　　　額 　構成比 金　　　額 　構成比 　増　　減 比　率

１．固定資産
5,618,944,103 82.46 5,867,742,728 83.85 248,798,625 104.43

(1) 有形固定資産
5,515,891,563 80.94 5,666,599,982 80.97 150,708,419 102.73

土 地
63,835,350 0.94 63,835,350 0.91 0 100.00

建 物
202,881,266 2.98 202,881,266 2.90 0 100.00

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ）
△ 128,039,159 △ 1.88 △ 131,119,331 △ 1.87 △ 3,080,172 102.41

構 築 物
9,104,288,067 133.60 9,351,423,589 133.63 247,135,522 102.71

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ）
△ 4,077,308,250 △ 59.83 △ 4,163,187,958 △ 59.49 △ 85,879,708 102.11

機 械 及 び 装 置
952,541,299 13.98 990,187,946 14.15 37,646,647 103.95

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ）
△ 679,239,268 △ 9.97 △ 697,410,562 △ 9.97 △ 18,171,294 102.68

車 両 及 び 運 搬 具
20,241,241 0.30 20,241,241 0.29 0 100.00

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ）
△ 4,432,229 △ 0.07 △ 7,447,126 △ 0.11 △ 3,014,897 168.02

工 具 器 具 及 び 備 品
68,852,397 1.01 68,852,397 0.98 0 100.00

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ）
△ 45,383,257 △ 0.67 △ 52,848,407 △ 0.76 △ 7,465,150 116.45

建 設 仮 勘 定
37,630,623 0.55 21,168,094 0.30 △ 16,462,529 56.25

そ の 他 有 形 固 定 資 産 469,665 0.01 469,665 0.01 0 100.00

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ） △ 446,182 △ 0.01 △ 446,182 △ 0.01 0 100.00

(2) 無形固定資産
3,052,540 0.04 2,739,746 0.04 △ 312,794 89.75

電 話 加 入 権
133,100 0.00 133,100 0.00 0 100.00

施 設 利 用 権
2,919,440 0.04 2,606,646 0.04 △ 312,794 89.29

(3) 投 資 そ の 他 の 有 価 証 券
100,000,000 1.47 198,403,000 2.84 98,403,000 198.40

投 資 有 価 証 券
100,000,000 1.47 198,403,000 2.84 98,403,000 198.40

２．流動資産
1,195,603,719 17.54 1,130,405,197 16.15 △ 65,198,522 94.55

(1) 現  金  預  金
1,113,713,883 16.34 1,074,566,290 15.36 △ 39,147,593 96.48

(2) 未　　収　　金
47,757,988 0.70 38,158,303 0.55 △ 9,599,685 79.90

貸 倒 引 当 金
△ 8,083,259 △ 0.12 △ 7,866,295 △ 0.11 216,964 97.32

(3) 貯　　蔵　　品
11,915,107 0.17 12,146,899 0.17 231,792 101.95

(4) 前　　払　　金
30,300,000 0.44 13,400,000 0.19 △ 16,900,000 44.22

6,814,547,822 100.00 6,998,147,925 100.00 183,600,103 102.69

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 対 前 年 度 比 較

資 産 合 計
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〔貸　　方〕

年　　　　度

科　　　目 金　　　額 　構成比 金　　　額 　構成比 　増　　減 比　率

４．固定負債
2,128,498,409 31.23 2,156,241,626 30.81 27,743,217 101.30

(1) 企　業　債
2,068,498,409 30.35 2,096,241,626 29.95 27,743,217 101.34

(2) 引　当　金
60,000,000 0.88 60,000,000 0.86 0 100.00

５．流動負債
304,646,019 4.47 319,341,260 4.56 14,695,241 104.82

(1) 企　業　債
153,127,489 2.25 139,256,784 1.99 △ 13,870,705 90.94

(2) 未　払　金
105,172,555 1.54 131,477,803 1.88 26,305,248 125.01

(3) 前　受　金
0 0.00 0 0.00 0 -

(4) 引　当　金
4,300,000 0.06 6,040,000 0.09 1,740,000 140.47

(5) 契約保証金
0 0.00 0 0.00 0 -

(6) その他流動負債
42,045,975 0.62 42,566,673 0.61 520,698 101.24

６．繰延収益
1,663,120,117 24.41 1,639,813,219 23.43 △ 23,306,898 98.60

(1) 長期前受金
3,436,281,761 50.43 3,456,165,163 49.39 19,883,402 100.58

(2) 収益化累計額 △ 1,773,161,644 △ 26.02 △ 1,816,351,944 △ 25.95 △ 43,190,300 102.44

4,096,264,545 60.11 4,115,396,105 58.81 19,131,560 100.47

7．資本金
727,960,844 10.68 728,100,844 10.40 140,000 100.02

(1) 資　本　金
727,960,844 10.68 728,100,844 10.40 140,000 100.02

8．剰余金
1,990,322,433 29.21 2,154,650,976 30.79 164,328,543 108.26

(1) 資本剰余金
51,272,942 0.75 51,272,942 0.73 0 100.00

(2) 利益剰余金
1,939,049,491 28.45 2,103,378,034 30.06 164,328,543 108.47

減 債 積 立 金
674,100,000 9.89 674,100,000 9.63 0 100.00

建 設 改 良 積 立 金
724,734,710 10.64 724,734,710 10.36 0 100.00

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
540,214,781 7.93 704,543,324 10.07 164,328,543 130.42

2,718,283,277 39.89 2,882,751,820 41.19 164,468,543 106.05

6,814,547,822 100.00 6,998,147,925 100.00 183,600,103 102.69

　　　（単位：円.％）

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 対 前 年 度 比 較

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計
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５．比較損益計算書（税抜き） 
 

〔借　　方〕

年　　　　度

科          目

１．営業費用
673,700,063 95.71 676,457,933 96.11 2,757,870 100.41

　　(1)原水及び浄水費
339,850,033 48.28 335,982,621 47.74 △ 3,867,412 98.86

　　(2)配水及び給水費
50,600,395 7.19 43,566,028 6.19 △ 7,034,367 86.10

　　(3)受託工事費
0 0.00 0 0.00 0 -

　　(4)総係費
50,079,350 7.11 53,621,361 7.62 3,542,011 107.07

　　(5)減価償却費
223,279,853 31.72 229,029,225 32.54 5,749,372 102.57

　　(6)資産減耗費
9,890,432 1.41 14,258,698 2.03 4,368,266 144.17

　　(7)その他営業費用
0 0.00 0 0.00 0 -

２．営業外費用
30,098,347 4.28 27,211,830 3.87 △ 2,886,517 90.41

29,907,032 4.25 26,912,953 3.82 △ 2,994,079 89.99

　　(2)雑支出
191,315 0.03 298,877 0.04 107,562 156.22

３．特別損失
120,040 0.02 159,280 0.02 39,240 132.69

　　(1)過年度損益修正損
120,040 0.02 159,280 0.02 39,240 132.69

703,918,450 100.00 703,829,043 100.00 △ 89,407 99.99

　　当年度純利益
165,918,480 - 164,328,543 - △ 1,589,937 99.04

869,836,930 - 868,157,586 - △ 1,679,344 99.81
合　　計

小　　　計

　　(1)支払利息

金     額 構成比 金     額 構成比 増　　減 比 率

令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 　対 前 年 度 比 較
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〔貸　　方〕 　　　（単位：円.％）

年　　　　度

科           目

１．営業収益
783,955,593 90.13 777,960,755 89.61 △ 5,994,838 99.24

　　(1)給水収益
768,418,800 88.34 759,549,185 87.49 △ 8,869,615 98.85

　　(2)受託工事収益
0 0.00 0 0.00 0 -

　　(3)その他営業収益
15,536,793 1.79 18,411,570 2.12 2,874,777 118.50

２．営業外収益
85,881,337 9.87 90,196,831 10.39 4,315,494 105.02

　　(1)受取利息及び配当金
276,597 0.03 1,074,226 0.12 797,629 388.37

0 0.00 0 0.00 0 -

　　(3)他会計補助金
0 0.00 0 0.00 0 -

　　(4)加入金
14,320,000 1.65 17,265,455 1.99 2,945,455 120.57

　　(5)長期前受金戻入
70,064,664 8.05 70,387,898 8.11 323,234 100.46

　　(6)雑収益
1,220,076 0.14 1,469,252 0.17 249,176 120.42

３．特別利益
0 0.00 0 0.00 0 -

　　(1)過年度損益修正益
0 0.00 0 0.00 0 -

869,836,930 100.00 868,157,586 100.00 △ 1,679,344 99.81

869,836,930 - 868,157,586 - △ 1,679,344 99.81
合　　計

構成比 増　　減 比 率

　　(2)消費税及び
　　　　地方消費税還付金

小　　計

対 前 年 度 比 較

金     額 構成比 金     額

令　和　4　年　度令　和　3　年　度

  


